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(百万円未満切捨て)

１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 617,990 6.9 65,335 △16.8 67,395 △14.0 49,555 △12.0

2024年３月期第３四半期 578,126 △4.4 78,575 － 78,410 907.8 56,284 －

(注) 包括利益 2025年3月期第3四半期 46,316百万円(△27.4％) 2024年3月期第3四半期 63,777百万円( 335.1％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第３四半期 240.94 －

2024年３月期第３四半期 273.68 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 1,631,864 402,239 24.5

2024年３月期 1,629,054 363,168 22.1

(参考) 自己資本 2025年３月期第３四半期 399,452百万円 2024年３月期 360,491百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 15.00 － 15.00 30.00

2025年３月期 － 20.00 －

2025年３月期(予想) 20.00 40.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 838,000 6.4 70,000 △10.9 74,000 △7.6 54,500 △9.9 265.00
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、【添付資料】P.9「２.四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関する
注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年３月期３Ｑ 207,528,202株 2024年３月期 207,528,202株

② 期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 1,850,260株 2024年３月期 1,865,729株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 205,672,146株 2024年３月期３Ｑ 205,659,837株

（注）当社は、「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しており、期末自己株式数には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」
に係る信託口が保有する当社株式（2025年３月期３Ｑ204,434株、2024年３月期224,834株）が含まれて
います。
また、当該信託口が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めて
います。(2025年３月期３Ｑ212,594株、2024年３月期３Ｑ234,194株）

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

・決算補足説明資料は、2025年１月29日に当社ホームページに掲載しています。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

① 電 力 販 売

小売販売電力量は、夏季の高気温による冷房需要の増などにより、前年同期に比

べ、2.2％増の165億63百万kWhとなりました。また、卸販売電力量は、卸電力取引所

での販売が増加したことなどから、前年同期に比べ、51.6％増の92億15百万kWhとな

りました。

この結果、総販売電力量は、前年同期に比べ、15.7％増の257億78百万kWhとなりま

した。

(単位：百万kWh、％)

2023年度第３四半期
(2023/４～2023/12)

(Ａ)

2024年度第３四半期
(2024/４～2024/12)

(Ｂ)

比 較

前年差(Ｂ－Ａ) 伸び率

小
売
販
売

電 灯 5,084 5,187 103 2.0

電 力 11,125 11,376 251 2.2

計 16,209 16,563 354 2.2

卸 販 売 6,078 9,215 3,137 51.6

総 販 売 電 力 量 22,287 25,778 3,491 15.7

(注) 決算日において未確定であるインバランス電力量等は含めていない。

② 電 力 供 給

原子力発電電力量は、定期検査に伴う停止日数が増加したことから、前年同期に比

べ、16.7％減の38億20百万kWhとなりました。また、自社水力発電電力量は、前年同

期に比べ、2.6％増の18億47百万kWhとなり、他社からの受電電力量は、48.4％増の

146億２百万kWhとなりました。

この結果、自社火力発電電力量は、前年同期に比べ、5.9％減の70億38百万kWhとな

りました。

(単位：百万kWh、％)

2023年度第３四半期
(2023/４～2023/12)

(Ａ)

2024年度第３四半期
(2024/４～2024/12)

(Ｂ)

比 較

前年差(Ｂ－Ａ) 伸び率

自

社

利用率 81％ 68％

原 子 力 4,586 3,820 △766 △16.7

出水率 95％ 105％

水 力 1,801 1,847 46 2.6

新 エ ネ 3 3 △0 △13.0

火 力 7,476 7,038 △438 △5.9

他 社 受 電 9,838 14,602 4,764 48.4

(水力・新エネ再掲) (5,303) (5,551) (248) (4.7)

(注) 決算日において未確定であるインバランス電力量等は含めていない。



【四国電力㈱(9507)2025年３月期 第３四半期決算短信】

3

③ 収 支

(売 上 高) 小売販売収入は燃料費調整額の大幅減により減少したものの、卸販売収

入が販売電力量の増加や容量市場の開始に伴う容量確保契約金額の計上等

から大きく増加したため、前年同期に比べ、398億円(＋6.9％)増収の6,179

億円となりました。

(営業費用) 火力単価の低下はあったものの、総販売電力量の増や容量市場の開始に

伴う容量拠出金の計上等により需給関連費が増加したことなどから、前年

同期に比べ、531億円(＋10.6％)増加の5,526億円となりました。

(利 益) 前年同期に比べ、営業利益は、132億円減益の653億円、経常利益は、111

億円減益の673億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は、67億円減益の

495億円となりました。

(単位：億円、％)

2023年度第３四半期
(2023/４～2023/12)

（Ａ）

2024年度第３四半期
(2024/４～2024/12)

(Ｂ)

比 較

前年差
(Ｂ－Ａ) 伸び率

売

上

高

電

気

事

業

小 売 販 売 収 入 ※ 4,017 ※ 3,806 △211 △5.3

卸 販 売 収 入 816 1,361 545 66.8

そ の 他 収 入 293 344 51 17.5

計 5,127 5,513 386 7.5

そ の 他 事 業 654 666 12 2.0

合 計 5,781 6,179 398 6.9

営

業

費

用

電

気

事

業

人 件 費 348 302 △46 △13.1

需
給
関
連
費

燃 料 費 1,198 863 △335 △27.9

購入電力料 1,057 1,966 909 86.1

小 計 2,255 2,830 575 25.5

減 価 償 却 費 384 382 △2 △0.6

修 繕 費 517 486 △31 △6.0

原子力バックエンド費用 109 91 △18 △16.2

そ の 他 費 用 832 863 31 3.7

計 4,447 4,957 510 11.5

そ の 他 事 業 547 569 22 3.9

合 計 4,995 5,526 531 10.6

営 業 利 益 785 653 △132 △16.8

営 業 外 損 益 △1 20 21

経 常 利 益 784 673 △111 △14.0

法 人 税 ほ か 221 178 △43

親会社株主に帰属する
四半期純利益 562 495 △67 △12.0

※小売販売収入には、国の「電気・ガス価格激変緩和対策事業」及び「酷暑乗り切り緊急支援」により

受領する電気事業にかかる補助金を含んでいる。
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(参考)2024年度第３四半期実績と前年同期実績との差異内訳(連結経常利益)

（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

資産は、事業用資産は減少したものの、核燃料が増加したことなどから、前年度
末に比べ、28億円増加の１兆6,318億円となりました。

負債は、長期借入金の返済や未払費用が減少したことなどから、前年度末に比べ、
362億円減少の１兆2,296億円となりました。

純資産は、利益の確保などから、前年度末に比べ、391億円増加の4,022億円とな
りました。

(単位：億円)

2023年度末
（Ａ）

2024年度第３四半期末
（Ｂ）

増 減
（Ｂ－Ａ）

資 産
（うち 事 業 用 資 産）
（うち 核 燃 料）

16,290
（ 8,962）
（ 1,317）

16,318
（ 8,942）
（ 1,364）

28
（ △20）
（ 47）

負 債
（うち 社 債・借 入 金）

12,658
（ 9,172）

12,296
（ 9,102）

△362
（ △70）

純 資 産
（うち 利 益 剰 余 金）

3,631
（ 1,914）

4,022
（ 2,337）

391
（ 423）
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

固定資産 1,302,991 1,299,503

有形及び無形固定資産 982,939 969,943

水力発電設備 59,223 58,144

汽力発電設備 151,311 139,669

原子力発電設備 165,296 151,561

送電設備 114,376 114,500

変電設備 83,427 84,933

配電設備 206,721 208,957

その他の固定資産 104,859 105,703

建設仮勘定及び除却仮勘定 22,698 31,130

原子力廃止関連仮勘定 32,470 31,442

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 42,554 43,899

核燃料 89,196 92,595

装荷核燃料 8,138 11,014

加工中等核燃料 81,058 81,581

投資その他の資産 230,855 236,963

長期投資 55,206 54,781

関係会社長期投資 114,989 121,739

繰延税金資産 34,138 35,347

退職給付に係る資産 16,816 17,742

その他 9,832 7,481

貸倒引当金 △128 △128

流動資産 326,062 332,361

現金及び預金 118,346 104,987

受取手形、売掛金及び契約資産 91,334 96,482

リース債権及びリース投資資産 17,213 17,785

棚卸資産 43,068 48,978

その他 56,356 64,460

貸倒引当金 △257 △333

資産合計 1,629,054 1,631,864
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

負債の部

固定負債 1,034,567 985,537

社債 386,994 386,995

長期借入金 455,000 420,800

未払廃炉拠出金 － 119,397

関係会社事業損失引当金 689 653

退職給付に係る負債 18,961 18,739

資産除去債務 132,811 －

その他 40,110 38,950

流動負債 231,318 244,005

1年以内に期限到来の固定負債 78,159 110,436

支払手形及び買掛金 47,733 48,742

未払税金 24,180 18,495

その他 81,244 66,331

特別法上の引当金 － 83

渇水準備引当金 － 83

負債合計 1,265,886 1,229,625

純資産の部

株主資本 337,164 379,505

資本金 145,551 145,551

資本剰余金 3,598 3,598

利益剰余金 191,442 233,772

自己株式 △3,428 △3,416

その他の包括利益累計額 23,326 19,946

その他有価証券評価差額金 716 3,020

繰延ヘッジ損益 7,382 5,046

為替換算調整勘定 9,465 9,703

退職給付に係る調整累計額 5,762 2,176

非支配株主持分 2,676 2,786

純資産合計 363,168 402,239

負債純資産合計 1,629,054 1,631,864
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

営業収益 578,126 617,990

電気事業営業収益 512,724 551,311

その他事業営業収益 65,402 66,679

営業費用 499,550 552,655

電気事業営業費用 444,765 495,722

その他事業営業費用 54,785 56,932

売上原価 45,520 46,606

販売費及び一般管理費 9,264 10,326

営業利益 78,575 65,335

営業外収益 6,891 9,337

受取配当金 916 612

受取利息 574 514

有価証券売却益 596 －

為替差益 1,984 2,707

持分法による投資利益 1,900 3,879

その他 918 1,623

営業外費用 7,057 7,277

支払利息 4,645 4,659

有価証券評価損 56 －

関係会社株式評価損 1,704 －

関係会社事業損失 － 1,360

その他 650 1,257

経常利益 78,410 67,395

渇水準備金引当又は取崩し △222 83

渇水準備金引当 － 83

渇水準備引当金取崩し（貸方） △222 －

税金等調整前四半期純利益 78,633 67,312

法人税等 22,194 17,615

四半期純利益 56,438 49,696

非支配株主に帰属する四半期純利益 154 141

親会社株主に帰属する四半期純利益 56,284 49,555
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

四半期純利益 56,438 49,696

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △257 2,385

繰延ヘッジ損益 △632 △1,897

為替換算調整勘定 4,652 296

退職給付に係る調整額 133 △3,528

持分法適用会社に対する持分相当額 3,443 △637

その他の包括利益合計 7,338 △3,380

四半期包括利益 63,777 46,316

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 63,622 46,174

非支配株主に係る四半期包括利益 154 141
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はない。

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

該当事項はない。

(四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用)

・税金費用の計算

税金費用は、税引前四半期純利益に見積実効税率を乗じるなど簡便な方法により算定してい

る。
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(セグメント情報等の注記)

【セグメント情報】

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)
(単位：百万円)

報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

電気事業
情報通信
事業

エネルギー
事業

建設・エン
ジニアリン
グ事業

計
発電・販売

事業
送配電
事業

売 上 高

外部顧客への
売上高

452,745 59,978 27,817 16,467 14,899 571,908 6,217 578,126 － 578,126

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

47,554 117,883 7,682 2,628 22,821 198,570 18,542 217,112 △217,112 －

計 500,300 177,861 35,499 19,096 37,720 770,478 24,760 795,239 △217,112 578,126

セグメント利益 49,738 13,361 7,926 4,212 2,099 77,338 1,648 78,987 △576 78,410

(注) １ 「その他」は、業務の種類を勘案して区分した事業セグメントのうち、報告セグメント
に含まれていない製造事業、商事業、不動産事業及び研究開発事業である。

２ セグメント利益の調整額△576百万円は、セグメント間取引消去である。
３ セグメント間取引消去後のセグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致

している。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年12月31日)
(単位：百万円)

報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

電気事業
情報通信
事業

エネルギー
事業

建設・エン
ジニアリン
グ事業

計
発電・販売

事業
送配電
事業

売 上 高

外部顧客への
売上高

482,391 68,918 28,948 16,909 15,009 612,177 5,813 617,990 － 617,990

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

34,296 115,186 7,795 2,689 20,467 180,435 17,727 198,162 △198,162 －

計 516,687 184,105 36,744 19,599 35,476 792,613 23,540 816,153 △198,162 617,990

セグメント利益 30,094 20,694 8,180 3,568 2,920 65,459 1,887 67,346 49 67,395

(注) １ 「その他」は、業務の種類を勘案して区分した事業セグメントのうち、報告セグメント
に含まれていない製造事業、商事業、不動産事業及び研究開発事業である。

２ セグメント利益の調整額49百万円は、セグメント間取引消去である。
３ セグメント間取引消去後のセグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致

している。

(キャッシュ・フロー計算書に関する注記)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費及び核燃

料減損額を含む。)は、次のとおりである。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

減価償却費 47,626百万円 46,067百万円
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(追加情報)

(「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法

律」の施行に伴う電気事業会計規則の改正）

2024年４月１日に「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等

の一部を改正する法律」（令和５年法律第44号。以下、「改正法」という。）及び「脱炭素社会

の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律の施行に伴

う関係省令の整備等に関する省令」（令和６年経済産業省令第21号。以下、「改正省令」とい

う。）が施行されたことにより、「原子力発電施設解体引当金に関する省令」（以下、「解体省

令」という。）が廃止され、電気事業会計規則が改正された。

原子力発電施設の廃止措置に必要な費用は、従来、「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号 2008年３月31日）第８項（特別の法令等により除去に係る費

用を適切に計上する方法がある場合）を適用し、解体省令の規定に従い費用計上してきたが、改

正省令により、同施行日以降は、改正法第３条の規定による改正後の「原子力発電における使用

済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推進に関する法律」第11条第２項に規定する廃炉拠出金を費

用計上することになる。

原子力事業者は、従来、その各々が保有する実用発電用原子炉に係る廃炉の実施に要する資金

を確保する責任を負っていたが、改正法に基づき、毎年度、使用済燃料再処理・廃炉推進機構

（以下、「機構」という。）に対して廃炉拠出金を納付することで費用負担の責任を果たすこと

となり、機構は廃炉に要する資金の確保・管理・支弁を行う経済的な責任を負うこととなった。

これにより、2024年度第１四半期において、資産除去債務相当資産11,367百万円及び資産除去

債務132,811百万円を取崩した。

改正法附則第10条第１項の規定により、廃炉推進業務に必要な費用に充てるため、機構に支払

わなければならない金銭の総額124,324百万円は、改正省令附則第７条第１項の規定により、未払

廃炉拠出金に計上し、その額を費用として計上したが、同規定により、資産除去債務を取り崩し

た額を当該費用から控除した。これによる損益への影響はない。

あわせて改正省令附則第８条の規定により2,880百万円を原子力廃止関連仮勘定に計上した。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年２月６日

四国電力株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

高 松 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 久 保 誉 一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 越 智 慶 太

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 池 田 哲 也

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている四国電力株式会社の2024年4月1日から2025年3月31日

までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2024年10月1日から2024年12月31日まで）及び第3四半期連結累計期間

（2024年4月1日から2024年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要

な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含

まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において

一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定

める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示

する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の

四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成

されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要

な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又

は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １ 上記の期中レビュー報告書原本は四半期決算短信提出会社が別途保管している。

２ XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていない。
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